
【表紙】 　

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

 

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成24年２月14日

【四半期会計期間】 第15期　第３四半期(自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日)

【会社名】 ジャパンマテリアル株式会社

【英訳名】 ＪＡＰＡＮ　ＭＡＴＥＲＩＡＬ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　田中　久男

【本店の所在の場所】 三重県三重郡菰野町永井3098番22

【電話番号】 (059)399-3821(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役　管理本部長　小川　圭造

【最寄りの連絡場所】 三重県三重郡菰野町永井3098番22

【電話番号】 (059)399-3821(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役　管理本部長　小川　圭造

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　 株式会社名古屋証券取引所

　 (名古屋市中区栄三丁目８番20号)

EDINET提出書類

ジャパンマテリアル株式会社(E26124)

四半期報告書

 1/17



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第15期
第３四半期
連結累計期間

第14期

会計期間
自  平成23年４月１日

至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日

至  平成23年３月31日

売上高 （千円） 7,224,934 8,067,334

経常利益 （千円） 970,837 1,187,742

四半期(当期)純利益 （千円） 520,297 700,305

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 524,404 681,055

純資産額 （千円） 6,755,393 5,782,323

総資産額 （千円） 9,367,564 8,051,356

１株当たり四半期(当期)純利益金額 （円） 216.00 294.03

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

（円） － －

自己資本比率 （％） 72.1 71.8

　

回次
第15期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日

至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 83.53

(注) １　当社は、第15期第３四半期から四半期報告書を作成しているため、第14期第３四半期連結累計期間に係る主要

な経営指標等の推移は記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４　第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号　平成22年６

月30日)、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号　平成22年６

月30日公表分)及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第９号　平成22年６月

30日)を適用しております。

当第３四半期連結会計期間において株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行わ

れたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

　
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容に重要な変更はあり

ません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

　
(エレクトロニクス関連事業)

平成23年９月１日に特殊ガス販売管理業務(ＴＧＭ)を行う株式会社ＪＭテックを新規設立しております。

また、ＪＡＰＡＮ　ＭＡＴＥＲＩＡＬ（Ｓ）ＰＴＥ　ＬＴＤは、平成23年12月14日に清算結了しております。

　
この結果、平成23年12月31日現在では、当社グループは、当社、子会社６社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は平成23年11月14日付け有価証券届出書に記載した「事業

等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　
文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。ま

た、当社は、当第３四半期連結累計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較分析は行っ

ておりません。

(1)　業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済状況は、東日本大震災の影響からの回復傾向が示されつつありま

すが、欧米諸国の財政問題や円高の長期化、タイの洪水被害による影響など、依然として先行き不透明な状況が続いて

おります。

このような状況の中で、電子デバイス業界におきましては、パソコンや液晶テレビの販売落ち込みによる影響を受

けましたが、スマートフォンやタブレット端末などの需要は継続しており、それに伴い中小型液晶パネルやＮＡＮＤ

型フラッシュメモリの需要は拡大し設備投資が実施されました。

エレクトロニクス関連事業においては、半導体工場及び液晶工場での設備投資が実施され、また生産活動も堅調で

あったことから順調に推移し、売上高は6,733百万円、セグメント利益は1,327百万円となりました。一方、グラフィッ

クスソリューション事業においては、販売は堅調に推移したものの、新規顧客拡大を図るための費用が増加し、売上高

は491百万円、セグメント利益は71百万円となりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は7,224百万円、営業利益は1,045百万円、経常利益は970百万

円、四半期純利益は520百万円となりました。

　
(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ1,316百万円増加し、9,367百万円となりまし

た。

　
(流動資産)

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は、前連結会計年度末に比べ1,093百万円増加し、7,411百万円 とな

りました。これは主に現金及び預金が348百万円減少したものの、受取手形及び売掛金が1,426百万円増加したことに

よります。

　
(固定資産)

当第３四半期連結会計期間末における固定資産は、前連結会計年度末に比べ222百万円増加し、1,956百万円となり

ました。これは主に投資その他の資産が251百万円増加したことによります。

　
(流動負債)

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は、前連結会計年度末に比べ374百万円増加し、2,436百万円となり

ました。これは主に支払手形及び買掛金が273百万円増加、未払金が140百万円増加したことによります。

　
(固定負債)

当第３四半期連結会計期間末における固定負債は、前連結会計年度末に比べ31百万円減少し、175百万円となりまし

た。これは主に長期借入金が29百万円減少したことによります。

　
(純資産)
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当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末に比べ973百万円増加し、6,755百万円と

なりました。これは主に資本金が329百万円増加、資本剰余金が329百万円増加、利益剰余金が310百万円増加したこと

によります。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　
(4) 研究開発活動

　　該当事項はありません。

　
(5)  主要な設備

当第３四半期連結累計期間の設備投資につきましては、販売拡大による設備の強化などを目的とした設備投資を実施

しております。

当第３四半期連結累計期間の設備投資の総額は197百万円であり、セグメントの設備投資について示すと、次のとおり

であります。

　
①　エレクトロニクス関連事業

当第３四半期連結累計期間の主な設備投資は、茂泰利科技股?有限公司における販売拡大による特殊ガス充填設備

やＬＮＧガス販売における設備費用等188百万円の投資を実施しました。

　
②　グラフィックスソリューション事業

重要な設備投資はありません。

　
③　全社共通

重要な設備投資はありません。

　
なお、当第３四半期連結累計期間において重要な設備の除却、売却等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,000,000

計 9,000,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成23年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成24年２月14日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 2,652,720 2,668,320
東京証券取引所(市場第
二部)及び名古屋証券取
引所(市場第二部)

１単元の株式数　100株
完全議決権株式であり、権
利内容に何ら制限のない
標準となる株式

計 2,652,720 2,668,320 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年10月１日
(注)１

1,588,4802,382,720 - 180,300 - 583,030

平成23年12月16日
(注)２

270,0002,652,720329,130509,430329,130912,160

(注) １　平成23年10月１日に、平成23年９月30日最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、所有株式数を１株

につき３株の割合をもって分割しております。

     ２　有償一般募集（ブックビルディング方式）によるものであります。

発行価格　　　　　　2,650円

引受価額　　　　　　2,438円

資本組入額　　　　　1,219円

払込金総額　　　658,260千円

  　 ３　平成24年１月18日を払込期日とする第三者割当による増資により、発行株式総数が15,600株、資本金及び資本準備

金がそれぞれ19,016千円増加しております。

主な割当先　東海東京証券株式会社

(6) 【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載
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することができないことから、直前の基準日(平成23年11月14日)に基づく株主名簿による記載をしております。

①　　【発行済株式】

平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) 　－ － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　 　 900

－
権利内容に何ら制限のない標準とな
る株式

完全議決権株式(その他) 普通株式2,381,600 23,816 同上

単元未満株式 普通株式  　  220 － 同上

発行済株式総数 2,382,720 － －

総株主の議決権 － 23,816 －

　
②　　【自己株式等】

平成23年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
ジャパンマテリアル株式会社

三重県三重郡菰野町永井
3098番22

900 － 900 0.03

計 － 900 － 900 0.03

　

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

なお、当社は、第15期第３四半期から四半期報告書を作成しているため、前第３四半期連結累計期間（平成22年４月

１日から平成22年12月31日まで）については、四半期連結財務諸表を記載しておりません。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年10月１日から平成23

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,591,568 2,243,253

受取手形及び売掛金 2,179,903 ※１
 3,606,257

商品及び製品 130,468 172,135

仕掛品 1,001,987 962,040

原材料及び貯蔵品 233,484 265,902

繰延税金資産 129,032 103,720

その他 82,324 114,967

貸倒引当金 △31,023 △56,739

流動資産合計 6,317,746 7,411,537

固定資産

有形固定資産 782,460 757,410

無形固定資産

のれん 19 －

その他 53,393 49,766

無形固定資産合計 53,412 49,766

投資その他の資産 ※２
 897,737

※２
 1,148,851

固定資産合計 1,733,610 1,956,027

資産合計 8,051,356 9,367,564

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,204,182 ※１
 1,477,238

1年内返済予定の長期借入金 39,996 39,996

未払金 118,631 258,925

未払費用 87,051 111,822

未払法人税等 396,585 146,134

繰延税金負債 2,549 －

賞与引当金 119,791 65,067

その他 93,170 337,548

流動負債合計 2,061,958 2,436,732

固定負債

長期借入金 60,014 30,017

デリバティブ債務 114,580 100,359

退職給付引当金 29,681 42,242

資産除去債務 1,599 1,619

その他 1,200 1,200

固定負債合計 207,074 175,438

負債合計 2,269,033 2,612,171
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 180,300 509,430

資本剰余金 583,030 912,160

利益剰余金 5,104,281 5,414,983

自己株式 △778 △778

株主資本合計 5,866,833 6,835,795

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △2,642 △4,274

繰延ヘッジ損益 198 △606

為替換算調整勘定 △82,065 △75,521

その他の包括利益累計額合計 △84,509 △80,402

純資産合計 5,782,323 6,755,393

負債純資産合計 8,051,356 9,367,564
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 7,224,934

売上原価 5,331,044

売上総利益 1,893,889

販売費及び一般管理費 848,287

営業利益 1,045,601

営業外収益

受取利息 4,384

受取配当金 5,141

デリバティブ評価益 14,220

受取賃貸料 9,429

匿名組合投資利益 37,642

その他 9,856

営業外収益合計 80,675

営業外費用

支払利息 869

株式公開費用 33,000

不動産賃貸費用 1,178

為替差損 120,360

その他 29

営業外費用合計 155,439

経常利益 970,837

特別利益

固定資産売却益 34

特別利益合計 34

特別損失

固定資産除売却損 219

子会社清算損 21,923

特別損失合計 22,143

税金等調整前四半期純利益 948,729

法人税、住民税及び事業税 410,926

法人税等調整額 17,505

法人税等合計 428,431

少数株主損益調整前四半期純利益 520,297

少数株主利益 －

四半期純利益 520,297
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 520,297

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,632

繰延ヘッジ損益 △804

為替換算調整勘定 6,544

その他の包括利益合計 4,107

四半期包括利益 524,404

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 524,404

少数株主に係る四半期包括利益 －
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【継続企業の前提に関する事項】

　　該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

連結の範囲の重要な変更

第２四半期連結会計期間より、新たに設立した株式会社ＪＭテックを連結の範囲に含めております。また、ＪＡＰ

ＡＮ　ＭＡＴＥＲＩＡＬ（Ｓ）ＰＴＥ　ＬＴＤは当第３四半期連結会計期間において清算したため、連結の範囲から

除外しております。

　

【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

（会計方針の変更）

第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号　平成22年６月

30日)、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日公

表分)及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第９号　平成22年６月30日)を適用して

おります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

　  該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号　平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日)を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

     ※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

受取手形 － 12,862千円

支払手形 － 126,016千円

　
     ※２  資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

投資その他の資産 563千円 563千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)、のれんの償却額は、次のとおり

であります。

　
当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年12月31日)

減価償却費 90,428千円

のれんの償却額 19千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

第14回定時株主総会
(平成23年6月28日開催)

普通株式 209,594264.00平成23年３月31日 平成23年６月29日 利益剰余金

　

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後と

なるもの

　　該当事項はありません。

３  株主資本の著しい変動

　　当社は株式会社東京証券取引所市場第二部及び株式会社名古屋証券取引所市場第二部への株式上場にあたり、公募によ

る株式の発行を行い、平成23年12月16日に払い込みが完了しました。

　　この結果、当第３四半期連結累計期間において、資本金及び資本剰余金がそれぞれ329,130千円増加し、当第３四半期連

結会計期間末において、資本金が509,430千円、資本剰余金が912,160千円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　　当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

　
報告セグメント

合計
エレクトロニクス
関連事業

グラフィックス
ソリューション事業

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 6,733,458 491,475 7,224,934

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 220 220

計 6,733,458 491,695 7,225,154

セグメント利益 1,327,508 71,079 1,398,587

　

２　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差

異調整に関する事項)
(単位：千円)

利    益 金    額

報告セグメント計 1,398,587

セグメント間取引消去 △220

全社費用（注） △360,391

その他 7,625

四半期連結損益計算書の営業利益 1,045,601

　(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　
(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありませ

ん。

　

(１株当たり情報)

   １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 216円00銭

(算定上の基礎) 　

四半期純利益金額(千円) 520,297

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 520,297

普通株式の期中平均株式数(株) 2,408,760

(注)　１　当社は、平成23年10月１日付けで普通株式１株につき普通株式３株の割合で株式分割を行っております。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
     (会計方針の変更)

第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号　平成22年

６月30日)、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号　平成22年６

月30日公表分)及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第９号　平成22年６月30
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日)を適用しております。

　

(重要な後発事象)

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

　当社は、株式会社東京証券取引所市場第二部及び株式会社名古屋証券取引所市場第二部への株式上場に関連して、平

成23年11月14日及び平成23年11月29日開催の当社取締役会において、オーバーアロットメントによる売出しに伴う第

三者割当による株式の発行を決議しておりました。当該決議に基づいて、当社は主幹事証券である東海東京証券株式会

社を割当先とした第三者割当による株式の発行を行い、次のとおり平成24年１月18日に払込が完了いたしました。

　
第三者割当による新株式発行

（オーバーアロットメントによる売出しに関連して行う第三者割当増資）

①発行株式数　　　　　　　　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15,600株

②割当価格　　　　　　　　　１株につき　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　2,438円

③割当価格の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　38,032,800円

④増加する資本金及び　　　　増加する資本金１株につき　　　　　　　　　　　 　1,219円

資本準備金に関する事項　　増加する資本準備金１株につき　　　　　　　　　 　1,219円

⑤資本金組入額の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　19,016,400円

⑥割当先及び割当株式数　　　東海東京証券株式会社　　　　　　　　　　　　　　15,600株

⑦払込期日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成24年１月18日

⑧資金使途　　　　　　　　　具体的な資金需要が発生し、支払時期が決定するまでは、安全性の高い金

融商品等で運用する方針であります。

　
２ 【その他】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ジャパンマテリアル株式会社(E26124)

四半期報告書

15/17



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年２月10日

ジャパンマテリアル株式会社

取締役会　御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士    　　柏木　勝広　　㊞

　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

　公認会計士        奥谷　浩之　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジャ
パンマテリアル株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会
計期間（平成23年10月１日から平成23年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年４月１日か
ら平成23年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計
算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジャパンマテリアル株式会社及び連結子会社
の平成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に
表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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